第１５章　賃金及び労働
概況
　昭和53年の我が国の経済は、輸出の伸びが円相場高騰の影響から減少し経済成長率を引き下げる要因となったが、かわって公共投資の大幅な増加や物価の安定等により国内民間需要が官公需とともに盛り上がりをみせ、景気は着実な回復基調を示した。労働経済の面では、緩やかながら労働力需給に改善の動きがみられたが、製造業の雇用は引き続き停滞し、完全失業者もさらに増加するなど雇用・失業情勢は依然厳しい状況が続いた。
一般賃金水準の動向
　53年の大阪府の平均賃金の動きを毎月勤労統計調査結果からみると、常用労働者１人平均月間現金給与総額は調査産業計で25万7,762円で前年に比べ7.6パーセント増と前年の伸び（9.0パーセント増）を下回る低い伸びとなった。又、実質賃金をみると、消費者物価が4.2パーセント増（大阪府統計課調べ・大阪市分）と前年7.8パーセント増より一段と落ち着いた動きを示したため、名目賃金の低い伸びにもかかわらず3.3パーセント増と前年の伸び（1.2パーセント増）を上回る比較的高い伸びを示した。現金給与総額を「定期給与」と「特別給与」とにわけてみると、「定期給与」は18万8,478円で前年に比べ7.9パーセント増となり前年（9.7パーセント増）を下回った。又、「特別給与」は６万9,284円で前年に比べ7.0パーセント増となり前年（7.1パーセント増）をわずかに下回った。
賃金格差と産業別平均賃金の動向
　事業所規模別に賃金の動きを１人平均月間現金給与総額でみると500人以上規模は28万8,522円で前年に比べ7.1パーセント増、100人から499人規模は26万5,271円で9.3パーセント増、30人から99人規模では23万2,446円で6.2パーセント増であったが、各規模とも前年の伸びを下回り、減少幅では500人以上規模で最も高くなった。この結果、500人以上規模を100とした賃金格差は100人から499人規模で91.9と前年（90.1）より格差が縮小し、30人から99人規模は80.6で前年（81.3）より逆に格差が拡大した。
　つぎに産業別に現金給与総額をみると、「電気・ガス・水道・熱供給業」が33万5,867円で全産業中最高で、以下、「金融保険業」31万3,894円、「サービス業」28万1,830円の順とつづき、最低は「不動産業」の23万4,951円となった。又、対前年比をみると、「電気・ガス・水道・熱供給業」の12.2パーセント増が最高で、以下、「金融保険業」、「サービス業」が各々9.1パーセント増、「建設業」、「不動産業」、「運輸・通信業」が7.2パーセント増､「卸売業・小売業」が6.9パーセント増、「製造業」が6.7パーセント増の順となった。この結果、前年の伸びを上回ったのは「電気・ガス・水道・熱供給業」と「サービス業」の２産業で、他の産業は前年の伸びを下回った。
夏季、年末賞与の支給状況
　53年の夏季、年末賞与の動きをみると、１人平均支給額は夏季が34万1,079円で前年に比べ5.7パーセント増となり、前年の伸び（9.3パーセント増）を大幅に下回った。又、年末は41万6,030円で6.7パーセント増となり、前年（6.0パーセント増）を逆に上回った。又、定期給与に対する平均支給割合は、夏季は1.58ヵ月分で前年（1.61ヵ月分）を下回った。一方、年末は1.93ヵ月分で前年（1.92ヵ月分）を若干上回ったが、依然として49年以前の２ヵ月分以上の水準を回復するに至っていない。
労働時間の動向
　53年の平均月間総実労働時間数は171.4時間であった。これを所定内労働時間と所定外労働時間とにわけてみると、所定内労働時間数は159.9時間で前年と同じ水準となった。又、所定外労働時間数は11.5時間で前年に比べ1.7パーセントの増加となり、前年の伸び（3.7パーセント増）を下回り、52年、53年と増勢は鈍化の傾向にある。
労働市場と雇用の動向
　府下の職業安定所の職業紹介状況をまとめた「労働市場概要」による新規求人数は、49年度（44.1パーセント減）、50年度（26.7パーセント減）と大幅な減少を続け、51年度（0.1パーセント増）に一旦下げ止まったものの前年度（15.3パーセント減）に再び減少を示し、求人需要の停滞感を深めたが、53年度の月平均の新規求人数は２万735人で前年度に比べ13.1パーセントの増加に転じた。これは景気に明るさがみえはじめたことにより企業の在庫調整や減量経営の進行に伴い生産活動が活発化し、求人需要への兆しが生じてきたあらわれと思われる。これによって新規求人倍率（新規求人数を新規求職者数で割る）は0.88倍と前年度（0.70倍）を上回ったが、依然として求職超過の状態が続いている。
　又、常用雇用の動きを50年平均を100とした常用雇用指数でみると、92.3で前年（95.0）を下回った。一方、労働異動をみると、入職率1,4パーセント、離職率1.6パーセントで、この結果、0.2ポイントの離職超過となった。
